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事　業　報　告
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

１．会社の現況に関する事項
　⑴　事業の経過及びその成果
　令和６年度は、エネルギー価格や原材料価格の高騰を背景に、
多くの部門での価格高騰に悩まされる１年となりました。消費者
の消費マインドは冷え込み、令和６年度においては「コロナ明
け」による「リベンジ消費」的なものはなくなりました。
　また、働き方改革や慢性的な人手不足は、「物流2024年問題」
と合わせて、これまで以上に特に物流面の業務効率化を促し、同
時に賃金上昇圧力を高めるものとなりました。福島県における最
低賃金は２年連続で大幅に引き上げられ、今年は1,000円を超え
ることが確実視されています。
　加えて、日銀が政策金利の引き上げへと舵を切り始めたことも
経営コストの上昇要因となりました。現在の厳しい経済環境の下
で今後の金利動向が注視されます。
　そして、期末の最大関心事となったのがトランプ関税です。株
式市場が不安定となり、世界経済の減速が懸念されています。強
弱あれど国内産業への影響は避けられず、当社を含めた多くの中
小企業事業者が警戒感を強めています。
　このような環境で推移した１年となりましたが、当社の売り上
げは、一昨年５月に新型コロナウイルス感染症の感染法上の分類
が、２類相当から５類へ移行してから１年が経過し、昨年４月・
５月の大型連休を境に、前年比増がストップしました。特に冒頭
に申し上げた消費マインドの冷え込みにより、業態別にみると一
般酒販店・ホームセンター等の売上が増えず、業務用酒販店につ
いても一昨年度のような伸びは見られず、良くて前年比横ばいと
いう状況が続きました。
　一方では、ドラッグストアの出店攻勢が続いており代配業務に
ついても順調に伸長し、売上高の回復の一要素となりました。ま
た、本年４月にビール各社のビール類や缶酎ハイの値上げが実施
されたため、それに伴う駆け込み需要が若干ながら発生し、３月
のビール類の販売は増加しました。
　利益商材である「963ウイスキー」の売上高は前年比135％と順
調に推移しました。
　利益面では、一昨年10月に実施されたビール各社の値上げな
ど、各メーカーの値上げに対応したコストオン政策が一定程度の
成果を上げることが出来ました。経費面では、懸念されていた
2024年問題が現実のものとなり、配送コストがアップしています
が、配送コース・配送頻度の見直しに引き続き取り組んでまいり
ました。一方では、従業員の安定雇用と生活支援のため、特に若
年層に重点を置いて昨年７月に賃上げを行いました。
　当社は令和４年度を第０期とする３か年経営改善計画を策定
し、コロナ禍と３回の地震で受けたダメージからの脱出に取り組
んできました。その結果、令和６年度の当社は、売上高は18,823
百万円（前年対比479百万円増）、営業損失は25百万円（前年対比
34百万円の改善）、経常損失は22百万円（前年対比11百万円の改
善）となりました。売上高は３か年経営改善計画に届かなかった
ものの、利益面では経営改善計画に沿った成果を上げることが出
来ました。
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　　＜品種別売上状況＞
　当社の品種別売上状況は次の通りです。

品　種　区　別 売　上　金　額 構　成　比
和 酒 ３，４３５，０８０千円 １８．３％
ビ ー ル ５，８８５，９１７千円 ３１．４％
発 泡 酒 ２，１０６，０４３千円 １１．２％
洋 酒 ４，２５７，０５８千円 ２２．７％
食 品 そ の 他 ３，０７２，２１０千円 １６．４％
小 計 １８，７５６，３０９千円 １００．０％
不 動 産 収 入 ６７，６２９千円
合 計 １８，８２３，９３９千円

　⑵　設備投資の状況
　当期は極力設備投資を抑制したため、特記すべきものはありま
せん。

　⑶　資金調達の状況
　当期の所要資金は自己資金及び借入金により賄いました。

　⑷　対処すべき課題
　令和７年度の当社は、昨年以上に慢性的な人手不足とそれに伴
う人件費の高騰や物価高など、市場環境は令和６年度に増して厳
しいものになると思われます。当社は、聖域を設けないコスト削
減に取り組み、特に物流の合理化として、「配送頻度の見直し」「共
同配送の推進」「遠隔地の配送有料化」「軒先下ろし」等に取り組
んでいくとともに、合理的なコスト転嫁も必要だと考えておりま
す。
　また、今期は、営業方針として「提案力と会話力を向上させ、
全社員が営業としての意識を持って協力する」ことを掲げて活動
し、それによって、きちんと「儲けを出す」ことに取り組みます。
　売上高の大きな部分を占めるようになった「代配」業務につい
ては、帳合先との連携を密にし、スムーズな業務遂行を図り、届
け先、帳合先の信頼を確固たるものにすることにより、収益を確
保します。
　一方、昨年２月に厚労省より「飲酒ガイドライン」が公表さ
れ、今年の９月の国連ハイレベル会合では飲酒問題が俎上に上が
るそうです。当社は以前より、「お酒は生活に身近なものであり、
うまく付き合うことでコミュニケーションの助けになったり、ス
トレスを緩和してくれたりする」と考えておりますが、一歩進ん
でアサヒビールが提唱する「スマドリ（スマートドリンキング）」
の「飲める人も飲めない人も分け隔てなく楽しめるような大人の
新しい生活習慣」についても、季刊誌KURASU_alphaなどを通
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して広く知ってもらうよう取り組んで参りたいと思います。
　また、当社独自の問題として人員構成の端境期にあり、世代交
代が急務となっております。次世代・次々世代の経営層の育成の
ため、権限の委譲と責任感の醸成を強く進めていきたいと思いま
す。
　３か年経営改善計画の最終年となる今期は、３か年計画の目的
である黒字化を達成するために非常に重要な１年となります。昨
期同様に「暮らしに＋α」の理念の下に、事業面及び財務面の見
直し・再構築を継続的に実施し、同時に、賃上げを含めた従業員
満足の向上を図り組織力・現場力を向上させていく所存です。株
主の皆様におかれましては、何卒一層のご指導とご支援を賜りま
すようお願い申し上げます。

　⑸　財産及び損益の状況の推移

区　　分 第68期,
（3.4－4.3）

第69期,
（4.4－5.3）

第70期,
（5.4－6.3）

第71期,
（当期）

売　 上 　高（千円） 14,933,612 16,387,241 18,344,627 18,823,939
経 常 利 益（千円） △286,467 △142,471 △33,828 △22,389
当期純利益（千円） △286,917 △153,595 △102,148 △31,126
１株当り当期純利益（円） △996 △533 △354 △108
総　 資 　産（千円） 6,503,366 7,052,102 7,331,281 7,339,592
純　 資 　産（千円） 2,449,074 2,284,137 2,183,999 2,155,651
１株当り純資産（円） 8,504 7,931 7,583 7,484

　⑹　重要な親会社及び子会社の状況
　　①　親会社との関係
　　　　当社には該当する親会社はありません。
　　②　重要な子会社の状況

会　社　名 資 本 金 出資比率 主な事業内容
㈱県南サービス 3,000千円 100％ 駐車場経営等

井 上 ㈱ 10,000千円 100％ 酒類飲料水その他食品の買
入れ及び販売

　⑺　主要な事業内容
　　①　酒類、食品等の販売
　　②　駐車場の経営及び管理
　　③　運送並びに倉庫業
　　④　土地建物の売買並びに管理業
　　⑤　前各号に付帯する一切の事業
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　⑻　主要な営業所（令和７年３月31日現在）
　　本　　　社　　郡山市菜根５丁目21番10号
　　広域流通部（郡 山 市）　　受注センター（須賀川市）
　　郡 山 支 店（須賀川市）　　郡山物流センター（須賀川市）
　　福 島 支 店（福 島 市）　　福島物流センター（福 島 市）
　　いわき支店（いわき市）　　いわき物流センター（いわき市）
　　会津支店（会津若松市）　　会津物流センター（会津若松市）

　⑼　従業員の状況
区　分 従業員数 前年同期比 平均年齢 平均勤続年数
男　子 ６１名 －３名 ４９．２歳 ２５．９年
女　子 ２４名 －２名 ３９．２歳 １７．４年
計 ８５名 －５名 ４６．４歳 ２３．５年

　　（注）出向社員含む

　⑽　主要な借入先
借　入　先 当期借入金残高

東邦銀行　　　菜 根 支 店 １，０２６，７７８千円
秋田銀行　　　郡 山 支 店 ６７０，２１０千円
福島銀行　　　郡山営業部 １９９，５３１千円
日 本 政 策 金 融 公 庫 １００，０００千円
七十七銀行　　築 館 支 店 １００，０００千円
郡山信用金庫　菜 根 支 店 ９９，９９１千円
大東銀行　　　本店営業部 ９９，６１９千円
商工中金　　　福 島 支 店 ７５，４４０千円

２．会社の株式に関する事項
　⑴　発行済株式の総数　２８８，０００株
　⑵　株主数　　　　　　　　１，５３９名（前期末比２８名減）
　⑶　大株主

株 主 名
当社への出資状況

持 株 数 持 株 比 率
笹の川酒造㈱ ２０，９３１株 ７．３％
吉　成　　　優 １１，７１３株 ４．１％
山 口 哲 行 １０，５５７株 ３．７％
国 分 東 北 ㈱ １０，０００株 ３．５％
アサヒビール㈱ ７，５００株 ２．６％
今 泉 浩 之 ７，４００株 ２．６％
宝 酒 造 ㈱ ５，５００株 １．９％
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丸 大 堀 内 ㈱ ３，９３６株 １．４％
鯨 岡 康 雄 ３，６２７株 １．３％
安 部 浩 昭 ３，５５２株 １．２％
佐　藤　アイ子 ３，３２１株 １．２％
松 本 健 男 ３，３０７株 １．１％
内 山 俊 秀 ３，２６４株 １．１％
渡 部 嘉 一 ２，９７７株 １．０％
猪 狩 正 江 ２，５０４株 ０．９％
国分グループ本社㈱ ２，５００株 ０．９％

　⑷　その他株式に関する重要な事項
　　　特にありません。

３．当社の新株予約権等に関する事項
　　当社は新株予約権等を発行しておりません。

４．会社役員に関する事項（令和７年３月31日）
　⑴　取締役及び監査役の状況

氏　　名 地　　位 担　　当
※山　口　哲　行　 取 締 役 社 長

※今　泉　浩　之　 取 締 役
専 務 取 締 役

安　田　輝　則 取 締 役
常 務 取 締 役 管理担当部長

安　部　浩　昭 取 締 役
常 務 取 締 役 管理部長

破　入　克　也 取 締 役 営業部長
志　賀　雄　二 常 勤 監 査 役
鳥　海　伸　彦 監 査 役

　（注）１．※印は、代表取締役です。
　　　２．�監査役鳥海伸彦氏は、公認会計士及び税理士の資格を有

し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており
ます。

　　　３．重要な兼職の状況
　　　　・山口哲行氏は笹の川酒造株式会社の取締役であります。
　　　　・安田輝則氏は子会社井上株式会社の取締役であります。
　　　　・�安部浩昭氏は子会社株式会社県南サービス及び子会社井

上株式会社の取締役であります。
　　　　・�鳥海伸彦氏は子会社井上株式会社の監査役及び笹の川酒

造株式会社の取締役であります。
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　⑵　取締役及び監査役の報酬等の総額
区　分 人員数 報酬等の額 摘　　要

取締役 ５名 ４３,８８７千円
取締役の報酬等の額は、第
54期定時株主総会決議によ
る年額62,400千円以内

監査役 ２名 ９,２９６千円
監査役の報酬等の額は、第
54期定時株主総会決議によ
る年額9,600千円以内

計 ７名 ５３,１８３千円
　（注）１．�取締役の報酬等の額には該当者の役員退職慰労引当金繰

入額2,064千円を含んでおります。
　　　　　�監査役の報酬等の額には該当者の役員退職慰労引当金繰

入額296千円を含んでおります。
　　　２．�取締役の報酬額等の額には、使用人兼務取締役の使用人

分給与は含まれておりません。

　⑶　執行役員の状況
氏　　名 地　　位 担　　当

三　瓶　徳　道 執行役員 営業部副部長兼物流課長
佐　藤　克　彦 執行役員 総合戦略室長
湯　浅　孝一郎 執行役員 郡山支店支店長
星　　　文　隆 執行役員 広域流通部長

５．会社の体制及び方針
　業務の適正を確保するための体制
　⑴�　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制
　　①�　取締役会は、取締役の業務執行を監督し、善良なる管理者

としての注意義務・忠実義務の履行状況の確保や違法行為等
の阻止に取り組む。

　　②�　取締役の職務執行状況を、監査役は監査基準、監査計画に
従い、監査する。

　⑵�　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　①�　取締役の職務執行に係る文書その他の情報は、社内規程に

従い、適切に保存及び管理する。
　⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　①�　個別の重要リスクについては担当部門を明確にし、当該部

門がリスク低減活動に取り組む。
　　②�　重大な危機が発生した場合には、代表取締役を本部長とす

る緊急対策本部を設け、損害・影響を最小限にとどめる体制
を整える。
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　⑷�　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため
の体制

　　①�　取締役会会則、稟議規定などを整備し、取締役会、代表取
締役、部門長の権限を明確化することで、効率的な業務執行
が可能となるように権限委譲と責任の明確化をはかる。

　　②�　取締役決議事項については、審議手続き、内容の適正を担
保するため、事前に常務会などにおいて十分な審議を行う。

　　③�　中期経営計画及び年度予算を定めるとともに、当該計画達
成のため、目標管理制度、部門事業評価制度などの経営管理
システムを構築する。

　⑸�　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制

　　①�　コンプライアンスに係る教育を階層別または職種別に実施
する。

　⑹�　当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を
確保するための体制

　　①�　子会社においては、当会社の基準に則り諸規則の整備を含
め、業務の適正を確保する体制を整備する。

　　②�　各子会社のコンプライアンスへの取組みに関し、指導・教
育を推進する。

　⑺�　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制
　　�　取締役及び使用人は、監査役の求めるところに従い、次の事

項を定期的もしくは必要に応じて監査役に報告する。
　　①�　取締役の職務の遂行に関する不正行為、法令、定款に違反

する事実。
　　②　会社に著しい損害を与える恐れのある事実。
　⑻�　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するため

の体制
　　①�　代表取締役は、定期的に監査役と意見交換を行う。
　　②�　常務会、執行役員会議等、重要な会議体には、監査役は出

席する。
　　③�　常務会、その他監査役が指定する会議の議事録及び稟議書

を監査役が閲覧できる状態を維持する。
　　④�　監査役が必要と認める場合、監査業務について外部専門家

による支援を確保する。
以上
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〔決議事項に関する添付書類〕
第１号議案　①�第７１期（令和６年４月１日から令和７年３月３１

日まで）貸借対照表・損益計算書および株主資本等
変動計算書、個別注記表承認の件

 貸　借　対　照　表 
� （令和７年３月３１日現在）� （単位　千円）

資　産　の　部 負　債　の　部
科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

流　動　資　産 4,575,041 流　動　負　債 4,611,707
現 金 及 び 預 金 ３９４,１７７ 買 掛 金 ２,２８８,７00

受 取 手 形 ４４,３４６ 短 期 借 入 金
（1年以内返済長期借入金含む） ２,0１５,８６２

売 掛 金 １,８９４,５１３ 未 払 金 等 １７0,７９５
商 品 ４６６,５５４ 未 払 法 人 税 等 ９４３
未 収 金 ２0５,６２８ 預 り 金 ７８,７３９
未収還付法人税等 ９0６ 賞 与 引 当 金 １５,３３２
預 け 金 １,５２0,６９４ 前 受 収 益 ２,３４２
そ の 他 ４８,２１７ リ ー ス 債 務 ３８,９９１
貸 倒 引 当 金 0
固　定　資　産 2,764,551 固　定　負　債 572,233
有形固定資産 2,282,736 長 期 借 入 金 ３５５,７0８
建 物 ４６３,９６４ 退職給付引当金等 ８９,８２３
構 築 物 １９,６９４ リ ー ス 債 務 ８３,0４６
車両及び什器備品 １２,９９７ 繰 延 税 金 負 債 ４３,６５４
土 地 １,６９0,９６６
リ ー ス 資 産 ９５,１１２ 負 債 合 計 5,183,940
無形固定資産 39,333 純 資 産 の 部
ソ フ ト ウ ェ ア ７４８ 株　主　資　本 2,069,304
借 地 権 等 ２３,0１５ 資　本　金 100,000
電 話 加 入 権 ９６ 資本剰余金 89,654
リ ー ス 資 産 １５,４７４ 資 本 準 備 金 ８９,６５４
投資その他の資産 442,481 利益剰余金 1,879,649
投 資 有 価 証 券 ３１８,９２２ 利 益 準 備 金 ３６,２５0
関 係 会 社 株 式 ５１,７２３ その他利益剰余金 １,８４３,３９９
会 員 権 １１,000 別 途 積 立 金 １,８７１,２00
長 期 貸 付 金 ９,４８１ 繰越利益剰余金 △ ２７,８00
長 期 前 払 費 用 ４９,５７９ 評価・換算差額等 86,347
そ の 他 １２,１９８ その他有価証券等差額金 ８６,３４７
貸 倒 引 当 金 △ １0,４２３ 純資産合計 2,155,651
資 産 合 計 7,339,592 負債・純資産合計 7,339,592

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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 損　益　計　算　書 
� （自　令和６年４月 １ 日）� 至　令和７年３月３１日� （単位　千円）

科　　　　　　目 金　　　　　　額
売　上　高

売 上 高 １８,７５６,３0９
不 動 産 収 入 ６７,６２９ 18,823,939

売 上 原 価 17,652,292
売 上 総 利 益 1,171,646

販売費及び一般管理費 1,196,884
営 業 損 失 25,237

営業外収益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 ２２,９８５
有 価 証 券 売 却 益 ７,８４８
未 払 配 当 金 除 斥 益 954
利 子 補 給 金 681
受 取 助 成 金 650
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 430
そ の 他 の 営 業 外 収 益 3,450 36,998

営業外費用
支 � � 払 � � 利 � � 息 ３２,５６７
そ の 他 の 営 業 外 費 用 １,５８２ 34,150

経 常 損 失 22,389
特 別 利 益

受 取 補 助 金 ８２５
消 費 税 還 付 金 995
そ の 他 の 特 別 利 益 15 1,836

特 別 損 失
退職給付過去勤務債務等償却額 ７,３１８
車 両 事 故 損 失 1,469
そ の 他 の 特 別 損 失 842 9,629

税引前当期純損失 30,183
法人税、住民税及び事業税 ９４３
法 人 税 等 調 整 額 －
当　期　純　損　失 31,126

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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 株主資本等変動計算書 
（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月３１日）

（単位　千円）
株　　主　　資　　本

資本金

資本剰余金
資　本
剰余金
合　計

利益剰余金
利　益
剰余金
合　計

資　本
準備金

利　益
準備金

その他利益剰余金
別　途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 100,000 89,654 89,654 36,250 1,981,200 △ ９８,0３４ 1,919,415
当 期 変 動 額

別途積立金の取崩 0 △�110,000 110,000 0
剰余金の配当 0 △�8,640 △�8,640
当 期 純 利 益 0 △�31,126 △�31,126

株主資本以外の
項目の当期変動額 0

当期変動額合計 0 0 0 0 △�110,000 70,233 △ ３９,７６６
当 期 末 残 高 100,000 ８９,６５４ 89,654 36,250 1,871,200 △ ２７,８00 １,８７９,６４９

株主資本合計
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

当 期 首 残 高 2,109,070 74,929 2,183,999
当 期 変 動 額

別途積立金の取崩 0 0
剰余金の配当 △�8,640 △�8,640
当 期 純 利 益 △�31,126 △�31,126

株主資本以外の
項目の当期変動額 11,418 11,418

当期変動額合計 △�39,766 11,418 △�28,348
当 期 末 残 高 2,069,304 86,347 2,155,651

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

１．当該事業年度の末日における発行済株式総数
　　当該事業年度の末日における発行済株式の数は、２８８，０００株であります。
２．当該事業年度の末日における自己株式の数
　　当該事業年度の末日における自己株式はありません。
３．剰余金の配当に関する事項
　⑴　配当金支払額
　　　令和６年６月２１日の定時株主総会において、次の通り決議いたしました。
　　　　株式の種類　　　　　　普通株式
　　　　配当金の総額　　　　　８，６４０千円
　　　　一株当たりの配当額　　３０円
　　　　基準日　　　　　　　　令和６年３月３１日
　　　　効力発生日　　　　　　令和６年６月２４日
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 個　別　注　記　表 

○　重要な会計方針に係る事項に関する注記
（重要な会計方針）
１．有価証券の評価基準及び評価方法
　①　関係会社株式：移動平均法による原価法
　②　満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）
　③　その他有価証券
　　　　市場価格のない�株式等以外のもの：決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入方式により処理し、売却原
価は移動平均法により算定しております。）

　　　　市場価格のない株式等：移動平均法による原価法
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
　①　商品：移動平均法に基づく原価法
　②　貯蔵品：移動平均法に基づく原価法
３．固定資産の減価償却の方法
　①　有形固定資産：　�土地以外の有形固定資産については、定率法により減価

償却を実施しております。なお、平成10年４月１日以降
に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平成28年度
以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、
定額法により減価償却を実施しております。

　②　無形固定資産：　�自社利用のソフトウェアの償却方法については、社内に
おける利用可能期間による定額法によって実施しており
ます。

　③　リ ー ス資産：　�所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資
産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準
　①　�貸倒引当金：売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　②　�賞与引当金：従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額のう
ち当事業年度における負担額を計上しております。

　③　退職給付引当金　
　　イ．�従業員の退職金の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込み額に基づき、当事業年度に発生していると認め
られる額を計上しております。また、数理計算上の差異については、発
生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定率
法により案分した額を、発生の事業年度から費用処理することとしてお
ります。

　　ロ．�役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づき、期末要支給額の
100％を計上しております。

（リース資産を除く）

（リース資産を除く）
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５．収益及び費用の計上基準
　収益
　①　当社の主要な事業における顧客との契約に基づく主な履行義務の内容
　　　�当社における主要な事業は、卸売による酒類等の販売であり、顧客との販

売契約に基づいて商品を引き渡す履行義務を負っており、当該履行義務は、
商品を顧客に引き渡す時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得
して、充足されると判断しております。

　②　①に規定する義務に係る収益を認識する通常の時点
　　　�当社における「収益を認識する通常の時点」は、「収益認識に関する会計

基準の適用指針」第98項における代替的な取扱いを適用し、出荷時点で行っ
ております。このため、「収益認識に関する会計基準」第80－２項⑵の「企
業が当該履行義務を充足する通常の時点」と「収益を認識する通常の時点」
は、厳密には異なっております。しかしながら、その時点の差異は、国内
における出荷及び配送に要する日数に照らして、取引慣行ごとに合理的と
考えられる日数であり、とくに当社においては配送エリアが限られている
ため、ごく稀な例外的事例を除き、１日の時間差の範囲内であるため、実
務上、同時と同視し得るものと考えております。また、収益は顧客との契
約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品等を控除した
金額で測定しております。

　③　�①、②に掲げるもののほか、当社が重要な会計方針に含められると判断し
たもの

　　　特にありません。
　費用
　　�一般に公正妥当と認められた企業会計の基準に基づき、発生主義及び費用収

益対応の原則等に準拠して費用を計上しております。
６．リース取引の処理方法
　　�リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。

　　�なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が
会計基準適用初年度開始前のリース取引につきましては、引き続き通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．消費税の会計処理
　　�消費税等の会計処理は税抜方式によっており、また、控除対象外消費税等は

当事業年度の費用として処理しております。
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謄　本

監　査　報　告　書
　私たち監査役は、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの第
７１期事業年度の取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び
結果について、以下の通り報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　各監査役は、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監
査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及
び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る
企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社施行規則第
１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
　以上の方法に基づき、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当
該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書
について検討いたしました。

２．監査の結果
　⑴　事業報告等の監査結果
　　一�　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。
　　二�　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に

違反する重大な事実は認められません。
　　三�　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務執行に
ついても、指摘すべき事項は認められません。

　⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　�　計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認めます。

　令和７年５月２３日

福島県南酒販株式会社　　　　　　　　
常勤監査役　　志　賀　雄　二　㊞

監　査　役　　鳥　海　伸　彦　㊞
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役員（令和７年６月２５日現在）

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長 	 山　口　哲　行
代 表 取 締 役
専 務 取 締 役	 今　泉　浩　之
常 務 取 締 役	 安　田　輝　則	 管理部担当部長
常 務 取 締 役	 安　部　浩　昭	 管理部長
取　　締　　役	 破　入　克　也	 営業部長
取　　締　　役	 湯　浅　孝一郎	 郡山支店長
常 勤 監 査 役	 志　賀　雄　二
監　　査　　役	 鳥　海　伸　彦

執　行　役　員	 星　　　文　隆	 広域流通部長

決　　　 算 　　　期	 毎年３月31日
定 時 株 主 総 会	 毎年６月下旬
配当金受領株主確定日	 ３月31日
株主名義書換停止期間	 	毎年４月１日から定時株主総会

の終了の日まで
株式事務取扱場所	 郡山市菜根５丁目21番10号
	 福島県南酒販株式会社
	 〒963－8862　℡024－932－3250
	 	なお当社各支店でお取り次ぎい

たします。

株　式　メ　モ株　式　メ　モ









 本社・支店・物流センター所在地 

営業所名� 　 〒� 　　　住　　所� 　電　　話

本　　　社� 963－8862� 郡山市菜根５丁目21番10号� 024（932）3250

広域流通部� 963－8862� 郡山市菜根５丁目21番10号� 024（932）3226

郡 山 支 店� 962－0001� 須賀川市森宿字道久19－11� 0248（75）5127

郡 山 物 流� 962－0001� 須賀川市森宿字道久19－11� 0248（75）5128
セ ン タ ー� � 　　　　　　（郡山支店内）

福 島 支 店� 960－2154� 福島市佐倉下字金沢３－５� 024（594）2720

福 島 物 流 � 960－2154� 福島市佐倉下字金沢３－５� 024（573）2743
セ ン タ ー� � 　　　　　　（福島支店内）

いわき支店� 979－3131� いわき市平赤井字畑子沢１－61� 0246（36）2131

いわき物流� 979－3131� いわき市平赤井字畑子沢１－61� 0246（36）2132
セ ン タ ー� � 　　　　　　　（いわき支店内）

会 津 支 店� 965－0059� 会津若松市インター西27� 0242（25）1611

会 津 物 流� 965－0059� 会津若松市インター西27� 0242（85）6825
セ ン タ ー� � 　　　　　（会津支店内）

受　　　注� 962－0001� 須賀川市森宿字道久19－11� 0248（63）7866セ ン タ ー


